
宮崎県立看護大学 地域貢献事業

措置入院者の退院後支援力育成事業

MiyazakiPrefecturalNursingUniversity



MiyazakiPrefecturalNursingUniversity

事 業 組 織

川村道子（宮崎県立看護大学 精神看護学 教授）
池間功一 （宮崎県立看護大学 精神看護学 助手）
木添茂子（宮崎県立看護大学 看護研究研修センター専門主幹）
岡田奈々夏（宮崎県福祉保健部障がい福祉課 技師）
直野慶子（宮崎県精神保健福祉センター長）
金丸志保（宮崎県精神保健福祉センター主任技師）

県内保健所疾病対策担当リーダー及び精神保健担当保健師



企画の背景

精神保健福祉法に関する法律29条に基づく措置入院

■都道府県知事等による強制的な入院

■自傷他害のおそれがないと認められた場合は直ちに措置解除されなければならない

■退院後、医療への継続的なつながりを持ちつつ、社会経済活動に参加出来るよう

包括的な支援が必要
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措置解除後支援は自治体によって違いが大きく、

試行錯誤しながら支援していた歴史があった

■2016年(平成28年)7月

相模原市障害者施設での殺害事件、その後、措置入院者へのフォローのあり方が議論

■2018年(平成30年)3月

厚生労働省→ 「地方公共団体による精神障害者の退院後支援に関するガイドライン」

■2018年(平成30年)11月

本県福祉保健部障がい福祉課→『措置入院者退院後支援事業実施要綱』を策定
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退院後支援計画を作成して支援にあたる精神保健担当保健師の声

■支援に関連する様々な困難さを抱えている

■管轄保健所を超えた情報交換の場がない

■支援の成功例を県の財産として共有したい

このような声に応えるべく事業を企画することとした。

MiyazakiPrefecturalNursingUniversity



事業目的

本県の精神保健担当保健師の措置入院者への退院支援力

育成のための研修会を開催するとともに、県内で標準化された

措置解除後のフォローができる体制整備を行う。
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事業実施期間

令和2年4月1日～令和4年3月31日



事業実施経過
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全国における支援上の課題を把握（文献レビュー）

第30回 日本精神保健看護学会で発表（R2・６）

MiyazakiPrefecturalNursingUniversity

本県各保健所の支援上の課題整理（紙面調査）

FAX調査（R2・８）

各保健所の対応事例から課題を抽出（対面ワーク）

県立看護大学での研修会（R2・11）

抽出された課題に対する対応策（紙面調査）

FAX/メールでの回答（R３・11）

課題に対する対策策定の為の教育講演～支援のための多職種連携～

福岡県立大学 精神看護学 村方多鶴子教授（R３・３）
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精神保健福祉法に基づく措置入院は自傷他害の恐れがないと認められ
措置解除後は、その人らしく安心して地域で生活していくために包括的
な支援が継続的に行われる必要がある。2016年に発生した障害者施
設での殺害事件後、2018年に「地方公共団体による精神障害者の退
院後支援に関するガイドライン」が示された。これに基づき各保健所は措
置入院者への退院後支援を行うこととなったが、支援にあたる担当保健
師らは支援の難しさを感じている。そこで、「地方公共団体による精神障
害者の退院後支援に関するガイドライン」提示以降の措置入院患者へ
の退院後支援の課題を探ることとした。

以下の条件をみたす看護文献を、「医学中央雑誌ｗeb版
（Ver５）」を用いて抽出した。選定条件は、①“措置入院”
“退院後支援”のキーワードを含む②2018年以降の文献
③退院後支援の課題に関する記述がみられる文献である。ヒッ
トした文献を精読し、措置入院患者への退院後支援における
課題が記述されている個所を抜き出してコーディングしたのちカテ
ゴリー化したƳ

選定条件でヒットした文献は17件であった。2018年以降に報告された措置入院患者への退院後支援の課題が記
述された文献をハンドリサーチで3件取得し、合計20件を分析対象とした。文献１＊には「支援の同意を得るプロセス
にスキルが求められる。対象者との関係性構築の難しさ。実行的・望ましい支援計画になっているのか迷う。関係機関
をコーディネートする保健所の力量が試される。支援に繋がらない人、漏れてしまう人へこそ必要な支援を再考すべき。
マンパワー的にも措置入院患者のみにしか対応できない」と記述されていたが、ここから5つのコードを作成した。全ての
文献から43のコードを作成し、〈支援の効果検証のあり方〉〈対象者との関係性構築〉〈連携マネジメントスキル〉〈帰住
地域住民への対応〉〈支援者の人員確保〉〈協働意思決定〉〈要支援者の選定〉〈個別支援計画の立案〉〈入院中の
早期からの支援〉〈支援期間内の完結〉〈情報共有の取捨選択〉の11カテゴリーが生成された。

退院後支援の課題として〈対象者との関係性構築〉〈個別支援計画の立案〉〈連携マネジメントスキル〉〈支援の効果検証のあり方〉など支援者自身のスキルに関するものや、〈支援者の人員確保〉
〈支援期間内の完結〉など『措置入院の運用に関するガイドライン』そのものの運用に都道府県格差がある中、措置入院運用の考え方の議論が尽くされていないことから派生する支援の課題も把握さ
れた。また、症状が改善されれば他機関による支援を必ずしも必要としない事例への対応経験から〈要支援者の選定〉に課題があることが把握された。また、「地方公共団体による精神障害者の退
院後支援に関するガイドライン」は精神保健福祉法の改正がない中で【通知】として示されたことから、自治体が精神保健福祉士を雇用する根拠としては弱く、退院後支援の体制をとることが難しく
〈支援者の人員確保〉の課題が挙がったと考えられる。その中にあっても、患者が退院後に地域で孤立せず、本人の意思が尊重される医療、保健、福祉、介護、行政が一体となった包括的支援の構
築に向けて課題をクリアすべく対策を検討していきたい。

開示すべき利益相反状態はない。

支援者自身の
スキルの課題

ガイドライン遵守から
派生する課題

〈連携マネジメントスキル〉
〈支援の効果検証のあり方〉
〈帰住地域住民への対応〉
〈情報共有の取捨選択〉
〈協働意思決定〉
〈個別支援計画の立案〉
〈対象者との関係性構築〉

〈要支援者の選定〉
〈支援者の人員確保〉
〈入院中の早期からの支援〉
〈支援期間内の完結〉

文献11：自傷他害のおそ
れという臨床特性から派生
する緊張感ゆえの負担や
労力に見合う評価であるか
今後の検証が必要。自治
体の必要性判断、本人の
同意といった退院後支援
計画策定上の制約から、
一部の対象者にしか適応
されないことも議論が必要。

文献17：退院について関係機
関の合意形成が出来ない場合
にどうするか、措置解除後に長
期在院化した事例の退院後支
援計画をどうするか、退院後に
支援計画への同意を撤回した
事例にどう対処するかかも大きな
課題。さらに保健所職員の増員
予算が計上される予定とはいえ、
現場職員の過重労働を回避で

きるかどうか。

文献13：精神障
害者の言動等に関
する住民からの苦
情への対応が課題。
自傷他害によって
入院となった措置
入院患者に対して
はより一層地域での
受け入れが困難と
なる可能性がある。

文献の記述の一部
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生成されたカテゴリーは、2020 2018
と重なっており、本県独自の

ものはなく全国的に課題としてとらえられているものと同様の性質であるこ
とが分かった。措置入院患者が退院後に地域で孤立せず、本県におい
ても把握された課題をクリアすべく対策を、医療、保健、福祉、介護、行
政とが一体となって包括的支援が可能となるよう検討していく予定である。

A
ḭ

開示すべき利益相反状態はない

支援者自身のスキルの課題 ガイドライン遵守から
派生する課題

〈連携マネジメントスキル〉
〈支援の効果検証のあり方〉
〈帰住地域住民への対応〉
〈情報共有の取捨選択〉
〈協働意思決定〉
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〈要支援者の選定〉
〈支援者の人員確保〉
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〈支援期間内の完結〉

A県9保健所精神保健担当者にアンケート調査用紙を郵送し、
24名からの回答があった（回収率100％）。退院後支援の実
績は0件～11件であった。「当該保健所は、管内に精神科病院
が1か所しかないため、入院先の多くは遠方の病院となる。事業説
明のために入院中に訪問するが、その日に同意の有無が確認でき
ない場合やもう1度制度について聞きたいという要望があった場合
は、複数回訪問が必要となり、マンパワー不足を感じる」や「措置
退院後支援計画立案時に決まっていた状況と、退院後の状況が
大きく異なったため、計画に沿った支援は実施できないまま計画終
了時期となった。関係者と、状況に応じた支援を模索し実施した
が、支援方針や方法の検討に難しさを感じた」などの記述から、
47のコードを作成し、23サブカテゴリー、7カテゴリーを生成した。
例えば、〈当事者の理解度（認知機能）低下の場合の同意取
得〉〈同意取得のためのマンパワー不足〉〈多職種との連携に関す
る課題〉〈非同意者への支援の考え方〉のサブカテゴリーから『支援
への同意に関する課題』のカテゴリーを生成した。このカテゴリーを

含めてのỉ

精神保健福祉法に基づく措置入院は、措置解除のちは、その人らしく
安心して地域で生活していくために包括的な支援が継続的に行われる
必要があるとされている。2016年に発生した障害者施設での殺害事件
後、「地方公共団体による精神障害者の退院後支援に関するガイドラ
イン」が示された。これに基づき各保健所は措置入院者への退院後支
援を行うこととなり、3年が経過しようとしている。そこで、2018年の「地
方公共団体による精神障害者の退院後支援に関するガイドライン」提
示以降のＡ県における措置入院患者への退院後支援の課題を探るこ

ととした。

Ａ県精神保健担当保健師へアンケート調査用紙を郵送し、ＦＡＸで
の回答を求めた。アンケートにて措置入院者への退院後支援の有無を
把握したうえで、支援実績がある場合に支援の困難さを記述してもらっ
た。記述された内容を質的帰納的に分析し、措置入院患者への退院
後支援の課題を整理した。尚、本研究は研究者の所属する機関の倫
理審査委員会の承認を受け実施した（承認番号：02‐5）。

2018
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1 .支援計画立案の時期に関する課題
２.支援への同意に関する課題
３.支援計画立案・支援・評価に関する課題
４.支援期間（6か月）の支援の考え方に関する課題
５.他機関との連携に関する課題
６.家族との連携に関する課題
７.住民との連携に関する課題

支援を行った事例の場合、県外で措置入院となり、
実家がある管轄地域に引っ越してきたこともあり、計
画書の交付までに時間が掛かってしまった。自分自身、
初めての支援ということで、流れや事例の状況につい
て理解が不十分であったため、スムーズな支援ができ
なかった。支援開始当初は、本人宅を訪問していた
が、途中から、家族の提案で、受診前後で面接し状
況把握を行うことになった。訪問することで本人や家
族の負担はあるが、家族と困りごとがないか直接話を
したり家での生活を把握する機会が減ることになったと
思う。

計画終了の６か月を待たずに受診・服薬拒否、
看護拒否、病状悪化による医療保護入院に至る
ケースが半分あった。病状悪化時にどの関係機関が
優先的に動くか、本人へ病状悪化を伝える事（タイ
ミングや伝え方）なども退院時のカンファやクライシス
プランで確認した上で退院後支援に至るとよいと感じ
ることが多い。
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措置→医保→任意と1年入院となっ

た場合、計画どうするのか、時期の問

題や本人の気持ちも変わってしまう

同意の取り消し、通常支援措置→

任意etcの長期で考えが変わる。同意

をもらった時期から長期間あきすぎて

要支援の判断

措置解除後入院継続事例への支援

同意に関する課題（同意を得る、同意後取り消し）

支援計画立案に関する課題

医師その他関係機関との連携に関する課題

県外・管外との連携の課題

支援終了にかかわる課題

個人情報保護の考え方

県外で措置入院した後県内に転居て

いたケースへの支援。前の病院がどこ

か？退院後支援等入っていたのかも

分からない受け入れ先の病院も探さ

ないといけない本人の情報も少ない
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県外で措置入院した後県内に転居て

いたケースへの支援。前の病院がどこ

か？退院後支援等入っていたのかも

分からない受け入れ先の病院も探さ

ないといけない本人の情報も少ない

県外で措置入院した後県内に転居し

ていたケースへの支援。前の病院がど

こか？退院後支援等入っていたのかも

分からない受け入れ先の病院も探さ

ないといけない本人の情報も少ない

措置→医保→任意と1年入院となっ

た場合、計画どうするのか、時期の問

題や本人の気持ちも変わってしまう
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た場合、計画どうするのか、時期の問

題や本人の気持ちも変わってしまう

同意の取り消し、通常支援措置→

任意etcの長期で考えが変わる。同意
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をもらった時期から長期間あきすぎて



１・要支援の判断

２・措置解除後入院継続事例への支援

３・同意に関する課題

４・支援計画立案/評価に関する課題

５・医師その他関係機関との連携に関する課題

６・県外・管外との連携の課題

７・支援終了にかかわる課題

８・個人情報保護の考え方

９・帰住地域住民との連携に関する課題

10・家族との連携に関する課題

11・対象者との関係性構築

全国における支援上の課題を把握

（文献レビュー）

本県各保健所の支援上の課題整理

（紙面調査）

各保健所の対応事例から課題を抽出

（対面ワーク）
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本県各保健所の支援上の課題整理（紙面調査）

FAX調査（R2・８）

各保健所の対応事例から課題を抽出（対面ワーク）

県立看護大学での研修会（R2・11）

抽出された課題に対する対応策（紙面調査）

FAX/メールでの回答（R３・11）

課題に対する対策策定の為の教育講演～支援のための多職種連携～

福岡県立大学 精神看護学 村方多鶴子教授（R３・３）



１・要支援の判断

２・措置解除後入院継続事例への支援

３・同意に関する課題

４・支援計画立案/評価に関する課題

５・医師その他関係機関との連携に関する課題

６・県外・管外との連携の課題

７・支援終了にかかわる課題

８・個人情報保護の考え方

９・帰住地域住民との連携に関する課題

10・家族との連携に関する課題

11・対象者との関係性構築

課題 対策案

全保健所 9カ所 に送付

9保健所から24名が回答
（回収率100％）





課題１ コード カテゴリ

要支援の判断

・要支援の判断基準

要支援の判断基準の作成
・支援対象者の共通認識
・要支援者の優先順位
・医療機関への制度の周知
・関係機関での情報共有

関係機関での情報共有・評価システムの
構築

・患者の状態にあった支援の共有

・関係機関との評価

・関係機関との情報共有・フォロー

・関係機関との連携
・医療機関との一緒に検討

・関係者との会議に患者の状況に応じた支援

・主治医・本人の意見を尊重 主治医・本人・家族・保健所とすりあわせ
機会のセッティング・主治医・本人・家族・保健所とすりあわせ

・先行研究の評価の活用 評価シートの検討

・支援につながらなかった場合の支援の関与
支援につながらなかった場合関係機関との
協力

・支援につながらなかった場合関係機関との協力

・多様な視点での患者支援が大事



課題２ コード カテゴリ

措置解除後
入院継続事
例への支援

・入院形態変更時の同意確認の必要性を明記
入院形態変更時の同意確認の必要
性を明記

・入院形態変更後も支援対象者とする必要がある

入院時からの関係づくり

・入院時からの関係づくり

・医療機関と保健所の情報交換の体制づくり

・支援未実施となった理由

・医師を含めた支援対象者の検討

主治医への病状確認し支援を検討。関係づくり

・退院前に見直す・見直しを行う体制の確保（連絡体制）

・退院時の状況に応じた計画作成

退院時にアセスメント実施し計画立案・退院時の状況に合わせた計画立案

・退院時にアセスメント実施し計画立案

・支援計画の交付の時期、変更のための会議
支援期間中のモニタリング実施

・支援期間中のモニタリング実施

・通常の支援体制の検討 通常の支援体制の検討



１・要支援の判断

２・措置解除後入院継続事例への支援

３・同意に関する課題

４・支援計画立案/評価に関する課題

５・医師その他関係機関との連携に関する課題

６・県外・管外との連携の課題

７・支援終了にかかわる課題

８・個人情報保護の考え方

９・帰住地域住民との連携に関する課題

10・家族との連携に関する課題

11・対象者との関係性構築

・要支援の判断基準の策定
・関係機関での情報共有、支援評価
・主治医・本人・家族・保健所とすりあわせ
・評価シートの検討
・支援につながらなかった場合関係機関との協力

課題 カテゴリ

・入院形態変更時の同意確認の必要性を明記
・入院時からの関係づくり
・退院時にアセスメント実施し計画立案
・支援期間中のモニタリング実施
・通常の支援体制の検討



① 要支援とする対象の県独自の選定基準の設定

② 支援対象者の関係機関（病院・支援機関・家族・職場・地域）との情報共有及び入院中の連携体制の構築

③ 同意を取る時期と方法についての検討→病院との情報共有

④ 支援同意が得られなかった対象者への退院後フォローのフロー図作成

⑤ 症状悪化時の関係機関との支援体制の検討と対応のフロー図作成

⑥ 同意撤回者への相談先の紹介（リーフレット作成）

⑦ 職場告知に関する同意取得と対応の検討

⑧ 入院形態変更時の対応の統一

⑨ 地域住民へ精神障がい理解のための啓発活動

⑩ 支援終了後のフォロー体制の構築

⑪ 支援終了の判断基準の設定

⑫ 評価シートの作成



全国における支援上の課題を把握（文献レビュー）

第30回 日本精神保健看護学会で発表（R2・６）

MiyazakiPrefecturalNursingUniversity

本県各保健所の支援上の課題整理（紙面調査）

FAX調査（R2・８）

各保健所の対応事例から課題を抽出（対面ワーク）

県立看護大学での研修会（R2・11）

抽出された課題に対する対応策（紙面調査）

FAX/メールでの回答（R３・11）

課題に対する対策策定の為の教育講演～支援のための多職種連携～

福岡県立大学 精神看護学 村方多鶴子教授（R３・３）



【宮崎県における措置入院者退院後支援の流れ（案）】



【宮崎県における措置入院者退院後支援の流れ（案）】









入院時からの支援対象者との信頼関係構築のためのスキルアップ

・Off-JTの実施

→個人スキルアップ（説明、面接技術等）のための研修の開催

→個人情報の取り扱い

・OJTの実施

→ケース検討や経験者との同行訪問等

・事例検討の積み重ね



本事業の発展課題

MiyazakiPrefecturalNursingUniversity



■課題に対する対策策定の為の教育講演

■措置入院者の標準退院後支援（宮崎県版）説明会

■県内における支援の在り方、フォロー体制の原案作成

R

R

■個人スキルアップ（説明、面接技術等）のための研修の開催

■事例検討の方法論習得のための研修会開催

R
10

■措置入院者の標準退院後支援（宮崎県版）
保健所と圏域精神科病院との共有

本
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